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1. 概要 

本資料は，原子炉建屋の設備の補強や追加等の改造工事に伴い重量が増加することの

影響を考慮したモデル（以下「補強反映モデル」という。）の諸元及び地震応答解析結

果を示すとともに，原子炉建屋及び原子炉建屋内に設置される機器・配管系への影響検

討結果を示すものである。 

補強反映モデルとは，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の「3.2 地震応答

解析モデル」に示す原子炉建屋の地震応答解析モデルを基に設備の補強や追加等の改造

工事に伴う重量の増加を考慮しモデル化したものである。 
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2. 基本方針 

2.1 解析方針 

補強反映モデルの地震応答解析フローを図 2－1 に示す。 

地震応答解析は「3.2 地震応答解析モデル」において設定した地震応答解析モデ

ル及び「3.1 設計用模擬地震波」に基づき「3.2 地震応答解析モデル」において設

定した入力地震動を用いて実施することとし，「3.3 解析方法」及び「3.4 解析条

件」に基づき，「4.1 動的解析」においては，せん断ひずみ及び接地圧を含む各種応

答値を算出する。 

なお，影響検討は，応答比率を用いた手法により行うことから，応答比率の算出の

ための補強反映モデルを用いた地震応答解析は，位相特性の偏りがなく，全周期帯に

おいて安定した応答を生じさせる基準地震動 Ss-1 に対して実施することとする。 
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注：[ ]内は，本資料における章番号を示す。 

 

図 2－1 補強反映モデルの地震応答解析フロー 
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2.2 適用規格・基準等 

地震応答解析において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 解析方法 

3.1 設計用模擬地震波 

原子炉建屋の地震応答解析モデルは，建屋と地盤の相互作用を評価した建屋－地盤

連成モデルとする。この建屋－地盤連成モデルへの入力地震動は，Ⅵ-2-1-2「基準地

震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定す

る設計用模擬地震波を用いることとする。 

基準地震動Ｓｓとして作成した設計用模擬地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応

答スペクトルは，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」と同一である。 

  



 

6 

K6
 ①

 Ⅵ
-2
-
2-
1 
別
紙
 R
0 

3.2 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の地震応答解析

モデルと同様の設定方針に基づき，水平方向及び鉛直方向についてそれぞれ設定する。

地震応答解析モデルの設定に用いた使用材料の物性値を表 3－1 に示す。 

ここで，コンクリート剛性については，実現象に近い応答を模擬するという観点か

ら，建設時コンクリートの 91 日強度データを基に設定した実強度を用いて算定する。 

 

表 3－1 建物・構築物の物性値 

部位 使用材料 

ヤング係数 

Ｅ 

(N/mm2) 

せん断弾性係数 

Ｇ 

(N/mm2) 

減衰定数 

ｈ 

(%) 

建屋部 

コンクリート＊： 

σＣ＝43.1N/mm2 

（σＣ＝440kgf/cm2） 

鉄筋：SD35 

（SD345 相当） 

2.88×104 1.20×104 5 

基礎スラブ 

コンクリート＊： 

σＣ＝39.2N/mm2 

（σＣ＝400kgf/cm2） 

鉄筋：SD35 

（SD345 相当） 

2.79×104 1.16×104 5 

屋根トラス部 
鉄骨：SS41（SS400 相当） 2.05×105 0.79×105 2 

鉄骨：SM50A（SM490A 相当） 2.05×105 0.79×105 2 

注記＊：実強度に基づくコンクリート強度を示す。 
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3.2.1 水平方向モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん

断剛性を考慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。 

建屋のモデル化は NS 方向，EW 方向それぞれについて行っているが，EW 方向に

おいては，使用済燃料プール壁が RCCV の曲げ変形を拘束する影響を考慮して回転

ばねを取り付けている。また，設計時には考慮していなかった補助壁を，実現象

に近い応答を模擬するという観点から，耐震要素と位置づけ，地震応答解析モデ

ルに取り込む。地震応答解析モデルを図 3－1 に，地震応答解析モデルの諸元を表

3－2 及び表 3－3 に示す。 

地盤は，地盤調査に基づき水平成層地盤とし，基礎底面地盤ばねについては，

「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」（（社）日本

電気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」という。）により，成層補正

を行ったのち，振動アドミッタンス理論に基づき求めたスウェイ及びロッキング

の地盤ばねを，近似法により定数化して用いる。このうち，基礎底面のロッキン

グ地盤ばねには，基礎浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。基礎底面地盤

ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」を用いる。 

また，埋込み部分の建屋側面地盤ばねについては，建屋側面位置の地盤定数を

用いて，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」により，Novakの方法に基づき求めた

水平ばねを，基礎底面地盤ばねと同様に，近似法により定数化して用いる。また，

設計時に考慮していなかった回転ばねを，水平ばねと同様に，定数化して用いる。

なお，地盤表層部（新期砂層）については，基準地震動Ｓｓによる地盤応答レベ

ルを踏まえ，表層部では建屋－地盤相互作用が見込めないと判断し，この部分の

地盤ばねは考慮しない。建屋側面の水平・回転ばねの評価には，解析コード「Ｎ

ＯＶＡＫ」を用いる。 

水平方向モデルへの入力地震動は，一次元波動論に基づき，解放基盤表面レベ

ルに想定する基準地震動Ｓｓに対する地盤の応答として評価する。また，基礎底

面レベルにおけるせん断力を入力地震動に付加することにより，地盤の切欠き効

果を考慮する。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用いる。 

基準地震動Ss-1に対する地盤定数を表3－4に示す。なお，地盤定数は地盤のひ

ずみ依存特性を考慮して求めた等価地盤物性値を用いる。ひずみ依存特性につい

ては，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づく。設定した地盤定数

に基づき算定した基礎底面位置（T.M.S.L.-13.7m）における入力地震動の加速度

応答スペクトルはⅥ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」と同一である。 

地震応答解析に用いる地盤のばね定数と減衰係数を表3－5に示す。 

復元力特性は，建屋の方向別に，層を単位とした水平断面形状より「ＪＥＡＧ

４６０１-1991 追補版」に基づいて設定する。 



 

8 

K6
 ①

 Ⅵ
-2
-
2-
1 
別
紙
 R
0 

なお，水平方向の解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要につい

ては，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.2.2 鉛直方向モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは，耐震壁の軸剛性及び屋根トラスの曲げせん

断剛性を考慮した質点系モデルとし，弾性時刻歴応答解析を行う。水平方向モデ

ルと同様に，補助壁を地震応答解析モデルに取り込む。鉛直方向の地震応答解析

モデルを図3－2に，地震応答解析モデルの諸元を表3－6に示す。 

地盤は，地盤調査に基づき水平成層地盤とし，基礎底面地盤ばねについては，

スウェイ及びロッキングばね定数の評価法と同様，成層補正を行ったのち，振動

アドミッタンス理論に基づき求めた鉛直ばねを近似法により定数化して用いる。

基礎底面地盤ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」を用いる。 

鉛直方向モデルへの入力地震動は，一次元波動論に基づき，解放基盤表面レベ

ルに想定する基準地震動Ｓｓに対する地盤の応答として評価したものであり，基

礎底面レベルに直接入力する。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」

を用いる。 

設定した地盤定数に基づき算定した基礎底面位置（T.M.S.L.-13.7m）における

入力地震動の加速度応答スペクトルはⅥ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」

と同一である。なお，地盤定数は表3－4に示すとおりである。地震応答解析に用

いる地盤のばね定数と減衰係数を表3－7に示す。 

なお,鉛直方向の解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要につい

ては，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 3－1 地震応答解析モデル（水平方向） 
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表 3－2 地震応答解析モデル諸元（NS 方向） 

 
①建屋部  ②基礎スラブ 

 ヤング係数Ｅ 2.88×104N/mm2   ヤング係数Ｅ 2.79×104N/mm2 

 せん断弾性係数Ｇ 1.20×104N/mm2   せん断弾性係数Ｇ 1.16×104N/mm2 

 ポアソン比ν 0.2   ポアソン比ν 0.2 

 減衰定数ｈ 5%   減衰定数ｈ 5% 

       

 基礎形状 56.6m（NS 方向）×59.6m（EW 方向）×5.5m（厚さ） 

 

  

質点
番号

質点重量
Ｗ (kN)

回転慣性重量

ＩＧ

(×105kN･m2)

部材
番号

せん断
断面積

ＡＳ (m
2)

断面二次
モーメント

Ｉ (m4)

質点
番号

質点重量
Ｗ (kN)

回転慣性重量

ＩＧ

(×105kN･m2)

部材
番号

せん断
断面積

ＡＳ (m
2)

断面二次
モーメント

Ｉ (m4)

23600

16 138240 373.8

15 176.2 29500

104110 309.6

12 150.0 23500

14 201460 404.3

13 133.0 23400

15 127740 398.0

14 129.7

11 95130 33.7

10 119.9 7200

12 159870 390.4

11 107.9 23300

13

9 3373.4 900600

合計 1980480

7 191.6 112800

8 225.0 119000

5 156.5 87200

6 180.2 103000

3 182.1 71400

4 127.8 70400

1 41.0 13600

2 82.4 50500

9 341340 940.7

5 56750 204.5

6 83400 296.9

3 88280 493.3

4 84100 290.9

1 40350 72.1

2 82800 420.0

10 216920 580.6

7 79700 295.2

8 80290 296.4

①建屋部 ②基礎スラブ
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表 3－3 地震応答解析モデル諸元（EW 方向） 

 
①建屋部  ②基礎スラブ 

ヤング係数Ｅ 2.88×104N/mm2  ヤング係数Ｅ 2.79×104N/mm2 

せん断弾性係数Ｇ 1.20×104N/mm2  せん断弾性係数Ｇ 1.16×104N/mm2 

ポアソン比ν 0.2  ポアソン比ν 0.2 

 減衰定数ｈ 5%  減衰定数ｈ 5% 

 回転ばねＫθ１ 2.13×1010kN･m/rad    

     

基礎形状 56.6m（NS 方向）×59.6m（EW 方向）×5.5m（厚さ） 

 

  

質点
番号

質点重量
Ｗ (kN)

回転慣性重量

ＩＧ

(×105kN･m2)

部材
番号

せん断
断面積

ＡＳ (m
2)

断面二次
モーメント

Ｉ (m4)

質点
番号

質点重量
Ｗ (kN)

回転慣性重量

ＩＧ

(×105kN･m2)

部材
番号

せん断
断面積

ＡＳ (m
2)

断面二次
モーメント

Ｉ (m4)

2 82800 314.0

2

1 40350 150.4

1 54.7 29900

122.6 61200

3 93550 310.1

281.5 12 175340 486.2

4 132.8 82600

277.8

3 162.2 89400

11 89860

6700

68630

10 248.3

202560

11 223.0 23300

5 53430 226.0 13 107430 339.4

5

23400

7 78100 321.9 15 129340 439.8

7 211.6

443.9

6

4

6 82300 334.5

14

197.4 111700 13

183.2 21200

8 78790 324.1 16 139740 413.5

8 15 160.1 23800

9 341340 1035.4

124000

118.2

158.4 96200 12 158.3 23100

14

合計 1980480

10 216920 647.2

9 3373.4 998600

258.7 131000
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表3－4 地盤定数（Ss-1） 

 

 

  

+12.0 150 16.1 0.347 0.0996 0.369 0.27 23

+8.0 200 16.1 0.308 0.0788 0.657 0.12 28

+4.0 古安田層 330 17.3 0.462 1.01 1.92 0.53 6

-6.0

490 17.0 0.451 3.82 4.16 0.92 3

-33.0

530 16.6 0.446 4.22 4.75 0.89 3

-90.0

590 17.3 0.432 5.28 6.14 0.86 3

-136.0

650 19.3 0.424 7.40 8.32 0.89 3

-155.0

720 19.9 0.416 10.5 10.5 1.00 -

∞

椎谷層

標高
T.M.S.L.

(m)

せん断波
速度
Ｖｓ

(m/s)

単位体積
重量
γｔ

(kN/m3)

ポアソン比
ν

新期砂層

西山層

せん断
弾性係数

Ｇ

(×105kN/m2)

初期せん断
弾性係数

Ｇ0

(×105kN/m2)

剛性
低下率
Ｇ/Ｇ0

減衰
定数
ｈ
(%)

地層
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表 3－5 地盤ばね定数と減衰係数（Ss-1） 

(a) NS方向 

 
注記＊1 ：K1,K3,K5,K7 及び K9 の単位は kN/m，K2,K4,K6,K8 及び K10 の単位は kN･m/rad とする。 

  ＊2 ：K1,K3,K5,K7 及び K9 の単位は kN･s/m，K2,K4,K6,K8 及び K10 の単位は kN･m･s/rad とする。 

 

(b) EW方向 

 
注記＊1 ：K1,K3,K5,K7 及び K9 の単位は kN/m，K2,K4,K6,K8 及び K10 の単位は kN･m/rad とする。 

  ＊2 ：K1,K3,K5,K7 及び K9 の単位は kN･s/m，K2,K4,K6,K8 及び K10 の単位は kN･m･s/rad とする。 

  

K1  7 側面・並進 1.07×10 6 4.24×10 5

K2  7 側面・回転 8.33×10 8 1.05×10 8

K3  8 側面・並進 2.85×10 6 1.12×10 6

K4  8 側面・回転 2.21×10 9 2.79×10 8

K5  9 側面・並進 8.53×10 6 1.73×10 6

K6  9 側面・回転 6.73×10 9 3.96×10 8

K7 10 側面・並進 4.52×10 6 8.62×10 5

K8 10 側面・回転 3.54×10 9 1.95×10 8

K9 10 底面・並進 7.28×10 7 2.84×10 6

K10 10 底面・回転 7.06×10 10 5.99×10 8

ばね番号
質点
番号

地盤ばね
成分 ばね定数＊1 減衰係数＊2

K1  7 側面・並進 1.07×10 6 4.25×10 5

K2  7 側面・回転 8.33×10 8 1.06×10 8

K3  8 側面・並進 2.85×10 6 1.13×10 6

K4  8 側面・回転 2.21×10 9 2.80×10 8

K5  9 側面・並進 8.53×10 6 1.73×10 6

K6  9 側面・回転 6.73×10 9 3.99×10 8

K7 10 側面・並進 4.52×10 6 8.61×10 5

K8 10 側面・回転 3.54×10 9 1.97×10 8

K9 10 底面・並進 7.25×10 7 2.81×10 6

K10 10 底面・回転 7.60×10 10 7.03×10 8

減衰係数＊2ばね番号
質点
番号

地盤ばね
成分 ばね定数＊1
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49.7

38.2

31.7

23.5

18.1

12.3

4.8

-1.7

-8.2

-13.7

K1

10

9

6.1 6.2 6.2

8

7

5

4

3

2

1

6

Ｋθ２T.M.S.L.
(m)

201

202

203

204

205

206

207

208

209

11 12 13
質点

外壁・
RCCV部 屋根トラス部

13 14 15

CL

(m)

 

注：Ｋθ２は屋根トラス端部回転拘束ばねを示す。 

 

図 3－2 地震応答解析モデル（鉛直方向） 

  



 

15 

K6
 ①

 Ⅵ
-2
-
2-
1 
別
紙
 R
0 

質点番号
質点重量
Ｗ (kN)

部材
番号

軸断面積

ＡＮ (m
2)

質点番号
質点重量
Ｗ (kN)

部材
番号

せん断断面積

ＡＳ (×10-2m2)

断面二次モーメント

I (m4)

合計 1980480

外壁・RCCV部 屋根トラス部

10 216920

209 3373.4

806.3 

9 341340

8 218530

208

7 207440

207 705.4 

206 619.8 

616.0 

14 16.82 2.00

5 160860

12 3510

205

2 82800

202

15 7.94 2.00

6 284860

4 243970

11 3520

204 585.5 

203 587.3 

199.2 

3 183410

13 1750

1 31570

201 89.0 2.0013 21.25

1 －

トラス端部回転拘束ばねＫ 3.90×107(kN･m/rad)

表 3－6 地震応答解析モデルの諸元（鉛直方向） 

 

  

①コンクリート部 建屋 

 ヤング係数Ｅ 2.88×104N/mm2 

 せん断弾性係数Ｇ 1.20×104N/mm2 

 ポアソン比ν 0.2 

 減衰定数ｈ 5% 

   

②コンクリート部 基礎スラブ 

 ヤング係数Ｅ 2.79×104N/mm2 

 せん断弾性係数Ｇ 1.16×104N/mm2 

 ポアソン比ν 0.2 

 減衰定数ｈ 5% 

   

③鉄骨部 

 ヤング係数Ｅ 2.05×105N/mm2 

 せん断弾性係数Ｇ 7.90×104N/mm2 

 ポアソン比ν 0.3 

 減衰定数ｈ 2% 

 トラス端部回転拘束ばねＫθ２  3.90×107kN･m/rad 

  

 基礎形状 56.6m（NS 方向）×59.6m（EW 方向）×5.5m（厚さ） 
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表 3－7 地盤のばね定数と減衰係数（鉛直方向，Ss-1） 

 

  

K1 10 底面・鉛直 1.20 ×10 8 6.50 ×10 6

ばね番号
質点
番号

地盤ばね
成分

ばね定数 減衰係数

 (kN/m) (kN･s/m)
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3.3 解析方法 

原子炉建屋の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ」を用いる。なお，解析に

用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.3.1 動的解析 

建物・構築物の動的解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき，

時刻歴応答解析により実施する。 

  



 

18 

K6
 ①

 Ⅵ
-2
-
2-
1 
別
紙
 R
0 

3.4 解析条件 

3.4.1 建物・構築物の復元力特性 

重量増加に伴うせん断力及び曲げモーメントのスケルトン曲線への影響は軽微

であるためⅥ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の「3.4.1 建物・構築物

の復元力特性」で示したスケルトン曲線及び履歴特性と同一の値を用いる。 

 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ 関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ４６

０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。 

 

(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-

1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。 

 

(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-

1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。 

 

(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。 

 

(5) スケルトン曲線の諸数値 

原子炉建屋の耐震壁のせん断力及び曲げモーメントのスケルトン曲線の諸数値

を表3－8～表3－11に示す。 
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表 3－8 せん断力のスケルトン曲線（τ－γ関係）（NS 方向） 

 

外壁部 

 

 

RCCV部 

 

  

τ1 γ1 τ2 γ2 τ3 γ3

（N/mm2） (×10-3) （N/mm2） (×10-3) （N/mm2） (×10-3)

CRF 2.38 0.198 3.21 0.597 6.87 4.00

4F 2.35 0.196 3.17 0.589 6.46 4.00

3F 2.33 0.194 2.87 0.605 4.89 4.00

2F 2.45 0.204 3.26 0.621 6.70 4.00

1F 2.44 0.204 3.14 0.632 6.35 4.00

B1F 2.57 0.214 3.40 0.655 6.93 4.00

B2F 2.66 0.222 3.55 0.674 7.34 4.00

B3F 2.66 0.222 3.48 0.689 6.99 4.00

第1折点

階

第2折点 終局点

τ1 γ1 τ2 γ2 τ3 γ3

（N/mm2） （×10-3） （N/mm2） （×10-3） （N/mm2） （×10-3）

3F 2.25 0.188 3.01 0.566 6.94 4.00

2F 2.39 0.199 3.14 0.603 7.79 4.00

1F 2.42 0.201 2.98 0.634 6.69 4.00

B1F 2.61 0.217 3.29 0.670 7.05 4.00

B2F 2.64 0.220 3.38 0.564 6.76 4.00

B3F 2.58 0.215 3.34 0.578 6.38 4.00

第2折点 終局点

階

第1折点
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表 3－9 せん断力のスケルトン曲線（τ－γ関係）（EW 方向） 

 

外壁部 

 

 

RCCV部 

 

 

  

τ1 γ1 τ2 γ2 τ3 γ3

（N/mm2） (×10-3) （N/mm2） (×10-3) （N/mm2） (×10-3)

CRF 2.44 0.203 3.29 0.611 6.54 4.00

4F 2.40 0.200 3.24 0.601 6.65 4.00

3F 2.49 0.208 3.35 0.627 6.53 4.00

2F 2.40 0.200 3.14 0.611 6.26 4.00

1F 2.41 0.201 3.14 0.616 6.50 4.00

B1F 2.49 0.207 3.28 0.633 6.89 4.00

B2F 2.56 0.213 3.38 0.653 7.09 4.00

B3F 2.56 0.213 3.29 0.670 6.61 4.00

第1折点

階

第2折点 終局点

τ1 γ1 τ2 γ2 τ3 γ3

（N/mm2） （×10-3） （N/mm2） （×10-3） （N/mm2） （×10-3）

3F 2.21 0.184 2.58 0.566 4.59 4.00

2F 2.34 0.195 2.70 0.603 5.24 4.00

1F 2.40 0.200 2.95 0.632 6.53 4.00

B1F 2.63 0.219 3.40 0.670 7.70 4.00

B2F 2.52 0.210 3.03 0.690 5.62 4.00

B3F 2.60 0.216 3.39 0.556 6.49 4.00

第2折点 終局点

階

第1折点
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表 3－10 曲げモーメントのスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（NS 方向） 

 

外壁部 

 

 

RCCV部 

 

  

Ｍ1 φ1 Ｍ2 φ2 Ｍ3 φ3

(×106 kN･m) (×10-6 /m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×106 kN･m) (×10-6 /m)

CRF 2.32 5.93 2.39 54.8 3.05 1090

4F 5.76 3.96 7.05 38.9 9.66 778

3F 8.51 4.14 12.6 39.3 17.0 788

2F 8.95 4.41 18.0 39.0 22.7 781

1F 11.6 4.62 25.9 40.7 34.0 815

B1F 14.6 4.93 32.0 41.5 42.1 830

B2F 17.0 5.24 38.0 42.3 50.3 847

B3F 18.8 5.49 44.2 43.0 58.8 861

階

第1折点 第2折点 終局点

Ｍ1 φ1 Ｍ2 φ2 Ｍ3 φ3

（×106 kN･m）（×10-6 /m）（×106 kN･m）（×10-6 /m）（×106 kN･m）（×10-6 /m）

3F 2.46 11.9 3.85 117   4.42 2340

2F 5.11 7.61 18.8 87.7 26.9 1230

1F 5.63 8.32 19.5 88.6 27.7 1180

B1F 6.11 9.06 18.6 88.8 26.1 1220

B2F 6.82 10.0 19.4 89.4 27.0 1180

B3F 7.73 9.10 22.4 56.0 31.8 824

階

第1折点 第2折点 終局点
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表 3－11 曲げモーメントのスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（EW 方向） 

 

外壁部 

 

 

RCCV部 

 

 

  

Ｍ1 φ1 Ｍ2 φ2 Ｍ3 φ3

(×106 kN･m) (×10-6 /m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×106 kN･m) (×10-6 /m)

CRF 3.46 4.01 3.87 37.1 5.02 741

4F 6.88 3.90 8.73 36.4 11.9 728

3F 10.8 4.20 16.1 37.4 21.4 749

2F 9.70 4.08 17.3 36.7 22.6 735

1F 11.6 4.19 27.3 38.2 35.5 765

B1F 14.2 4.41 32.4 39.2 43.5 783

B2F 16.8 4.70 38.8 40.0 52.3 800

B3F 18.7 4.96 45.4 40.7 61.4 815

階

第1折点 第2折点 終局点

Ｍ1 φ1 Ｍ2 φ2 Ｍ3 φ3

（×106 kN･m）（×10-6 /m）（×106 kN･m）（×10-6 /m）（×106 kN･m）（×10-6 /m）

3F 1.55 8.03 3.66 90.3 6.05 1430

2F 5.11 7.61 18.8 87.7 26.9 1230

1F 5.51 8.28 19.5 88.6 27.7 1180

B1F 6.11 9.06 18.6 88.8 26.1 1220

B2F 5.84 9.56 19.1 89.4 26.6 1180

B3F 6.95 10.1 20.3 90.0 28.1 1150

階

第1折点 第2折点 終局点
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3.4.2 地盤の回転ばねの復元力特性 

地盤の回転ばねに関する曲げモーメント－回転角の関係は，Ⅵ-2-2-1「原子炉

建屋の地震応答計算書」と同様に「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」に基づき，

浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。 
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4. 解析結果 

4.1 動的解析 

4.1.1 固有値解析結果 

補強反映モデルの基準地震動Ss-1の固有値解析結果（固有周期及び固有振動数）

を表4－1，刺激関数図を図4－1に示す。 

なお，刺激係数は，モードごとに固有ベクトルの最大値を1に規準化して得ら

れる値を示す。 

 

4.1.2 応答解析結果 

補強反映モデルの基準地震動Ss-1の地震応答解析結果を図4－2～図4－14，表4

－2に示す。 
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表 4－1 固有値解析結果（Ss-1） 

(a) NS 方向 

 

 

(b) EW 方向 

 

 

(c) 鉛直方向 

 

 

注記＊：モードごとに固有ベクトルの最大値を 1 に規準化して得られる値を示す。 

  

固有周期 固有振動数

(s) (Hz)

1 0.444 2.25   1.580  建屋－地盤連成1次

2 0.193 5.17   -0.693  ―

3 0.091 10.93   0.062  ―

4 0.078 12.79   0.079  ―

5 0.078 12.86   0.015  ―

6 0.057 17.63   -0.041  ―

次数 刺激係数＊ 備考

固有周期 固有振動数

(s) (Hz)

1 0.433 2.31   1.543  建屋－地盤連成1次

2 0.192 5.21   -0.614  ―

3 0.083 12.04   -0.041  ―

4 0.078 12.83   0.146  ―

5 0.073 13.72   -0.037  ―

6 0.059 16.92   0.040  ―

次数 刺激係数＊ 備考

固有周期 固有振動数

(s) (Hz)

1 0.279 3.58   10.110  屋根トラス1次

2 0.259 3.86   -9.172  建屋－地盤連成1次

3 0.077 13.01   0.096  ―

4 0.051 19.49   -0.182  ―

5 0.048 20.65   0.181  ―

6 0.029 34.61   0.043  ―

次数 刺激係数＊ 備考
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図 4－1 刺激関数図（Ss-1，NS 方向）（1/3） 
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図 4－1 刺激関数図（Ss-1，EW 方向）（2/3） 
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図 4－1 刺激関数図（Ss-1，鉛直方向）（3/3） 
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図 4－2 最大応答加速度（Ss-1，NS 方向） 

 

 

図 4－3 最大応答変位（Ss-1，NS 方向） 
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図 4－4 最大応答せん断力（Ss-1，NS 方向） 

 

 

図 4－5 最大応答曲げモーメント（Ss-1，NS 方向） 
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図 4－6 最大応答加速度（Ss-1，EW 方向） 

 

 

図 4－7 最大応答変位（Ss-1，EW 方向） 
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図 4－8 最大応答せん断力（Ss-1，EW 方向） 

 

 

図 4－9 最大応答曲げモーメント（Ss-1，EW 方向） 
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図 4－10 最大応答加速度（Ss-1，鉛直方向） 

 

   

図 4－11 最大応答変位（Ss-1，鉛直方向） 
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図 4－12 最大応答軸力（Ss-1，鉛直方向） 
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[外壁部] 

図 4－13 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，NS 方向，CRF）（1/8） 

 

 

[外壁部] 

図 4－13 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，NS 方向，4F）（2/8） 
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[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－13 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，NS 方向，3F）（3/8） 

 

   

[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－13 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，NS 方向，2F）（4/8） 
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[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－13 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，NS 方向，1F）（5/8） 

 

   

[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－13 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，NS 方向，B1F）（6/8） 
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[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－13 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，NS 方向，B2F）（7/8） 

 

   

[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－13 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，NS 方向，B3F）（8/8） 
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[外壁部] 

図 4－14 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，EW 方向，CRF）（1/8） 

 

 

[外壁部] 

図 4－14 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，EW 方向，4F）（2/8） 
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[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－14 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，EW 方向，3F）（3/8） 

 

   

[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－14 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，EW 方向，2F）（4/8） 
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[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－14 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，EW 方向，1F）（5/8） 

 

   

[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－14 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，EW 方向，B1F）（6/8） 
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[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－14 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，EW 方向，B2F）（7/8） 

 

   

[外壁部]            [RCCV 部] 

図 4－14 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ss-1，EW 方向，B3F）（8/8） 
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表 4－2 基準地震動Ｓｓによる地震応答解析結果に基づく接地率 

(a) NS 方向 

 

 

(b) EW 方向 

 

  

最大接地圧 最大転倒モーメント

(kN/m2) (×106 kN･m)

Ss-1 1930 30.6 68.2

基準地震動Ｓｓ 最小接地率(%)

最大接地圧 最大転倒モーメント

(kN/m2) (×106 kN･m)

Ss-1 1920 31.9 68.7

基準地震動Ｓｓ 最小接地率(%)
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4.2 応答比率の算定 

基準地震動 Ss-1 による補強反映モデルとⅥ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」

の「4.1.2 応答解析結果」に示した今回設工認モデルの応答の比率（補強反映モデ

ル／今回設工認モデル）を算出する。なお，ここでの応答比率を算出する応答結果は，

補強反映モデル及び今回設工認モデルともに，基準地震動 Ss-1 の基本ケースである。

表 4－3～表 4－9 に最大応答加速度，最大応答変位，最大応答せん断力，最大応答曲

げモーメント，最大応答軸力，最大せん断ひずみ及び最大接地圧の応答比率を示す。 
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表 4－3 最大応答加速度の応答比率（Ss-1，基本ケース）（1/3） 

(a) NS 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 
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31.7  3 10.7      10.7      1.00

23.5  4 9.20     9.14     1.00

18.1  5 8.09     8.09     1.00

12.3  6 7.54     7.49     1.00

4.8  7 6.66     6.67     1.00

-1.7  8 6.91     6.86     1.00

-8.2  9 5.85     5.84     1.00
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①
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(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)
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23.5  12 9.20     9.14     1.00

18.1  13 8.09     8.09     1.00

12.3  14 7.54     7.49     1.00

4.8  15 6.66     6.67     1.00

-1.7  16 6.91     6.86     1.00

最大応答加速度 (m/s2)

②／①＊
応答比率

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号
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表 4－3 最大応答加速度の応答比率（Ss-1，基本ケース）（2/3） 

(b) EW 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

49.7  1 16.6      16.3      1.00

38.2  2 12.2      12.2      1.00

31.7  3 10.7      10.7      1.00

23.5  4 8.77     8.77     1.00

18.1  5 8.16     8.13     1.00

12.3  6 7.81     7.86     1.01

4.8  7 7.22     7.15     1.00

-1.7  8 6.65     6.80     1.02

-8.2  9 5.86     5.85     1.00

最大応答加速度 (m/s2)

②／①＊

応答比率

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

31.7  11 10.7      10.7      1.00

23.5  12 8.77     8.77     1.00

18.1  13 8.16     8.13     1.00

12.3  14 7.81     7.86     1.01

4.8  15 7.22     7.15     1.00

-1.7  16 6.65     6.80     1.02

最大応答加速度 (m/s2)

②／①＊

応答比率

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号
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表 4－3 最大応答加速度の応答比率（Ss-1，基本ケース）（3/3） 

(c) 鉛直方向 

[外壁・RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[屋根トラス部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

49.7  1 9.66     9.63     1.00

38.2  2 9.34     9.32     1.00

31.7  3 9.02     9.00     1.00

23.5  4 8.79     8.76     1.00

18.1  5 8.53     8.51     1.00

12.3  6 8.34     8.35     1.00

4.8  7 8.08     8.08     1.00

-1.7  8 7.83     7.85     1.00

-8.2  9 7.74     7.75     1.00

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

最大応答加速度 (m/s2)

②／①＊
応答比率

1 11 12 13質点番号

64.5

②
補強反映モデル

(Ss-1)

9.63 25.7 47.2 65.6

最大応答加速度

(m/s2)

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

9.66 25.1 46.2

②／①＊
応答比率

1.00 1.02 1.02 1.02
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表 4－4 最大応答変位の応答比率（Ss-1，基本ケース）（1/3） 

(a) NS 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

49.7  1 58.9      59.9      1.02

38.2  2 49.6      50.5      1.02

31.7  3 44.1      45.0      1.02

23.5  4 37.1      37.8      1.02

18.1  5 31.6      32.1      1.02

12.3  6 25.9      26.3      1.02

4.8  7 18.4      18.5      1.01

-1.7  8 12.2      12.4      1.02

-8.2  9 7.93     7.99     1.01

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

最大応答変位 (mm)

②／①＊
応答比率

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

31.7  11 44.1      45.0      1.02

23.5  12 37.1      37.8      1.02

18.1  13 31.6      32.1      1.02

12.3  14 25.9      26.3      1.02

4.8  15 18.4      18.5      1.01

-1.7  16 12.2      12.4      1.02

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

最大応答変位 (mm)

②／①＊
応答比率
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表 4－4 最大応答変位の応答比率（Ss-1，基本ケース）（2/3） 

(b) EW 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

49.7  1 53.2      54.2      1.02

38.2  2 44.8      45.7      1.02

31.7  3 40.0      40.8      1.02

23.5  4 33.8      34.4      1.02

18.1  5 29.3      29.9      1.02

12.3  6 24.3      24.7      1.02

4.8  7 17.4      17.6      1.01

-1.7  8 12.1      12.2      1.01

-8.2  9 8.01     8.10     1.01

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

最大応答変位 (mm)

②／①＊
応答比率

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

31.7  11 40.0      40.8      1.02

23.5  12 33.8      34.4      1.02

18.1  13 29.3      29.9      1.02

12.3  14 24.3      24.7      1.02

4.8  15 17.4      17.6      1.01

-1.7  16 12.1      12.2      1.01

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

最大応答変位 (mm)

②／①＊
応答比率
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表 4－4 最大応答変位の応答比率（Ss-1，基本ケース）（3/3） 

(c) 鉛直方向 

[外壁・RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[屋根トラス部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

49.7  1 10.7      10.9      1.02

38.2  2 10.5      10.7      1.02

31.7  3 10.4      10.6      1.02

23.5  4 10.3      10.5      1.02

18.1  5 10.2      10.4      1.02

12.3  6 10.1      10.2      1.01

4.8  7 9.83     9.97     1.01

-1.7  8 9.60     9.73     1.01

-8.2  9 9.36     9.48     1.01

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

最大応答変位 (mm)

②／①＊
応答比率

1 11 12 13

112

②／①＊
応答比率

1.02 1.02 1.02 1.02

最大応答変位
(mm)

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

10.7 46.2 86.8 110

②
補強反映モデル

(Ss-1)

10.9 47.0 88.6

質点番号
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表 4－5 最大応答せん断力の応答比率（Ss-1，基本ケース）（1/2） 

(a) NS 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

1.00
-1.7  

-8.2  
8

38.2  

31.7  

23.5  

18.1  

12.3  

1.02

1.01

1.01

1.00

1.00

601       

73.5     

173       

360       

351       

420       

524       

605       

601       

169       

356       

349       

418       

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答せん断力 (×103kN)

②／①＊
応答比率

4.8  
603       1.00

49.7  
72.7     1.011

2

3

4

5

6

7

523       

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

1.00

1.00

379       

408       

380       

410       

4.8  

-1.7  

-8.2  

10

11

12

13

14

15

31.7  

23.5  

18.1  

12.3  

35.8     

195       

250       

326       

1.25

1.04

1.04

1.04

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答せん断力 (×103kN)

②／①＊
応答比率

44.6     

203       

260       

338       
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表 4－5 最大応答せん断力の応答比率（Ss-1，基本ケース）（2/2） 

(b) EW 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

1.00
-1.7  

-8.2  
8

38.2  

31.7  

23.5  

18.1  

12.3  

1.01

1.01

1.01

1.00

1.01

675       

67.2     

166       

282       

312       

399       

544       

579       

676       

164       

280       

310       

398       

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答せん断力 (×103kN)

②／①＊
応答比率

4.8  
576       1.01

49.7  
66.9     1.001

2

3

4

5

6

7

539       

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

1.01

1.00

440       

393       

446       

392       

4.8  

-1.7  

-8.2  

10

11

12

13

14

15

31.7  

23.5  

18.1  

12.3  

96.0     

239       

261       

306       

1.02

1.02

1.03

1.02

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答せん断力 (×103kN)

②／①＊
応答比率

97.9     

243       

270       

311       
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表 4－6 最大応答曲げモーメントの応答比率（Ss-1，基本ケース）（1/2） 

(a) NS 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

0.216     0.203     1.00

1.05      1.05      1.00
2.15      2.15      1.00

3.25      3.27      1.01
4.35      4.34      1.00

7.15      7.18      1.00
7.75      7.77      1.00

9.62      9.62      1.00
10.1       10.1       1.00

12.5       12.5       1.00
13.0       13.0       1.00

16.7       16.8       1.01
16.1       16.2       1.01

19.4       19.6       1.01
17.3       17.5       1.01

20.0       20.2       1.01

-1.7  

8
-8.2  

4

18.1  

5

12.3  

6

4.8  

7

49.7  
1

38.2  

2

31.7  

3

23.5  

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答曲げモーメント (×106kN･m)

②／①＊
応答比率

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

0.136     0.138     1.01

0.301     0.333     1.11
1.56      1.58      1.01

2.39      2.42      1.01
3.31      3.37      1.02

4.23      4.29      1.01
5.09      5.19      1.02

6.82      6.87      1.01
7.79      7.85      1.01

9.41      9.48      1.01
10.1       10.1       1.00

11.7       11.9       1.02

13

4.8  

14

-1.7  

15
-8.2  

31.7  
10

23.5  

11

18.1  

12

12.3  

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答曲げモーメント (×10
6
kN･m)

②／①＊
応答比率
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表 4－6 最大応答曲げモーメントの応答比率（Ss-1，基本ケース）（2/2） 

(b) EW 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

0.450     0.452     1.00

1.22      1.22      1.00
2.03      2.07      1.02

3.09      3.14      1.02
3.83      3.89      1.02

6.06      6.13      1.01
6.63      6.70      1.01

8.29      8.36      1.01
8.75      8.83      1.01

11.0       11.1       1.01
11.7       11.8       1.01

15.6       15.7       1.01
15.0       15.1       1.01

18.4       18.6       1.01
16.2       16.4       1.01

19.2       19.3       1.01

-1.7  

8
-8.2  

4

18.1  

5

12.3  

6

4.8  

7

49.7  
1

38.2  

2

31.7  

3

23.5  

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答曲げモーメント (×106kN･m)

②／①＊
応答比率

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

1.08      1.10      1.02

1.66      1.67      1.01
2.65      2.74      1.03

1.44      1.50      1.04
1.33      1.39      1.05

1.77      1.80      1.02
2.85      2.90      1.02

4.49      4.53      1.01
5.48      5.51      1.01

7.04      7.08      1.01
7.71      7.76      1.01

9.47      9.60      1.01

13

4.8  

14

-1.7  

15
-8.2  

31.7  
10

23.5  

11

18.1  

12

12.3  

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答曲げモーメント (×10
6
kN･m)

②／①＊
応答比率
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表 4－7 最大応答軸力の応答比率（Ss-1，基本ケース） 

[外壁・RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答軸力 (×104kN)

②／①＊
応答比率

4.8  

-1.7  

-8.2  

201

202

203

204

205

206

207

49.7  

38.2  

31.7  

23.5  

18.1  

12.3  

208

4.58     

11.6      

27.7      

48.9      

62.5      

86.2      

103        

120        

105        

122        

1.02

1.04

1.03

1.02

1.02

1.02

1.02

1.02

4.68     

12.1      

28.4      

49.9      

63.8      

87.8      
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表 4－8 最大せん断ひずみの応答比率（Ss-1，基本ケース）（1/2） 

(a) NS 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

0.469     0.477     1.02
-1.7  

8 0.228     0.229     1.00
-8.2  

1.02
12.3  

6 0.392     0.395     1.01
4.8  

7

49.7  
1 0.148     0.150     1.01

38.2  
2 0.171     0.175     1.02

31.7  
3 0.163     0.165     1.01

23.5  
4 0.350     0.357     1.02

18.1  
5 0.342     0.349     

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大せん断ひずみ (×10-3)

②／①＊
応答比率

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

13 0.205      0.212      1.03
4.8  

14 0.355      0.355      1.00
-1.7  

15 0.194      0.194      1.00
-8.2  

31.7  
10 0.0249     0.0310     1.24

23.5  
11 0.151      0.157      1.04

18.1  
12 0.139      0.145      1.04

12.3  

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大せん断ひずみ (×10-3)

②／①＊
応答比率
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表 4－8 最大せん断ひずみの応答比率（Ss-1，基本ケース）（2/2） 

(b) EW 方向 

[外壁部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

 

[RCCV 部] 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

0.300     0.307     1.02
-1.7  

8 0.248     0.249     1.00
-8.2  

1.02
12.3  

6 0.336     0.352     1.05
4.8  

7

49.7  
1 0.102     0.103     1.01

38.2  
2 0.112     0.114     1.02

31.7  
3 0.144     0.145     1.01

23.5  
4 0.195     0.196     1.01

18.1  
5 0.261     0.266     

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大せん断ひずみ (×10-3)

②／①＊
応答比率

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

13 0.216      0.223      1.03
4.8  

14 0.201      0.203      1.01
-1.7  

15 0.205      0.204      1.00
-8.2  

31.7  
10 0.0323     0.0329     1.02

23.5  
11 0.0893     0.0908     1.02

18.1  
12 0.138      0.142      1.03

12.3  

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大せん断ひずみ (×10-3)

②／①＊
応答比率
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表 4－9 最大接地圧の応答比率（Ss-1，基本ケース） 

 

注記＊：応答比率が 1.00 を下回る場合は 1.00 とする。 

  

①
今回設工認モデル

(Ss-1)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

1910 1930 1.01

1890 1920 1.02

NS方向

EW方向

最大接地圧 (kN/m2)

②／①＊
応答比率

方向
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4.3 原子炉建屋の地震応答解析による評価に与える影響 

原子炉建屋の設備の補強や追加等の改造工事に伴い重量が増加する影響を考慮した

地震応答解析結果を踏まえ，原子炉建屋の地震応答解析による評価に与える影響とし

て，最大せん断ひずみ及び最大接地圧を算出する。 

 

4.3.1 最大せん断ひずみ 

(1) 算出方法 

最大せん断ひずみの検討として，材料物性の不確かさを考慮した最大せん断ひ

ずみ（基準地震動 Ss-1～Ss-8 に対する包絡値）に，基準地震動 Ss-1 に対する補

強反映モデルと今回設工認モデルの応答比率（補強反映モデル／今回設工認モデ

ル）を乗じて算出する。 

 

(2) 算出結果 

原子炉建屋に生じる最大せん断ひずみに応答比率を乗じた値を表 4－10 に示す。

表 4－10 より，最大せん断ひずみに応答比率を乗じた値の最大値は 0.625×10-3

（EW 方向，外壁部）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。 
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表 4－10 原子炉建屋に生じる最大せん断ひずみに応答比率を乗じた値（1/2） 

(a) NS 方向 

[外壁部] 

 

 

[RCCV 部] 

 

  

②
材料物性の

不確かさ考慮
(Ss-1～Ss-8)

①×②
応答比率を
乗じた値

(Ss-1～Ss-8)

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

最大応答せん断ひずみ (×10-3)

49.7  
1 0.157     0.159     

38.2  
2 0.183     0.187     

31.7  
3 0.177     0.179     

23.5  
4 0.391     0.399     

18.1  
5 0.386     0.394     

12.3  
6 0.512     0.517     

4.8  
7 0.605     0.617     

-1.7  
8 0.272     0.272     

-8.2  

①
応答比率

1.01

1.02

1.01

1.02

1.02

1.01

1.02

1.00

②
材料物性の

不確かさ考慮
(Ss-1～Ss-8)

①×②
応答比率を
乗じた値

(Ss-1～Ss-8)

23.5  

最大応答せん断ひずみ (×10-3)

0.040     

11
18.1  

12

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

31.7  

0.223     0.223      
-8.2  

13 0.307     0.316      

0.453     0.453      

1.00

4.8  
14

-1.7  

12.3  

15

0.175      

0.155     0.161      

1.04

1.24

①
応答比率

0.0496     10

1.04

1.03

1.00

0.168     
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表 4－10 原子炉建屋に生じる最大せん断ひずみに応答比率を乗じた値（2/2） 

(b) EW 方向 

[外壁部] 

 

 

[RCCV 部] 

 

 

  

②
材料物性の

不確かさ考慮
(Ss-1～Ss-8)

①×②
応答比率を
乗じた値

(Ss-1～Ss-8)

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

①
応答比率

最大応答せん断ひずみ (×10-3)

49.7  
1 1.01 0.108     0.109     

38.2  
2 1.02 0.117     0.119     

31.7  
3 1.01 0.154     0.156     

23.5  
4 1.01 0.236     0.238     

18.1  
5 1.02 0.336     0.343     

12.3  
6 1.05 0.597     0.627     

4.8  
7 1.02 0.496     0.506     

-1.7  
8 1.00 0.373     0.373     

-8.2  

②
材料物性の

不確かさ考慮
(Ss-1～Ss-8)

①×②
応答比率を
乗じた値

(Ss-1～Ss-8)

標高
T.M.S.L.

(m)

部材
番号

①
応答比率

最大応答せん断ひずみ (×10-3)

31.7  
10 1.02 0.034     0.0347     

23.5  
11 1.02 0.105     0.107      

18.1  
12 1.03 0.177     0.182      

12.3  
13 1.03 0.428     0.441      

0.352      
-1.7  

15 1.00 0.320     0.320      
-8.2  

4.8  
14 1.01 0.349     
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4.3.2 最大接地圧 

(1) 算出方法 

最大接地圧の検討として，材料物性の不確かさを考慮した最大接地圧（弾性設

計用地震動 Sd-1～Sd-8 に対する包絡値及び基準地震動 Ss-1～Ss-8 に対する包絡

値）に，基準地震動 Ss-1 に対する補強反映モデルと今回設工認モデルの応答比率

（補強反映モデル／今回設工認モデル）を乗じて算出する。 

 

(2) 算出結果 

原子炉建屋に生じる最大接地圧に応答比率を乗じた値を表 4－11 及び表 4－12

に示す。 

表 4－11 より，Ｓｄ地震時の最大接地圧に応答比率を乗じた値の最大値は

1371kN/m2（EW 方向）であり，許容限界（4110kN/m2）を超えないことを確認した。

また，表 4－12 より，Ｓｓ地震時の最大接地圧に応答比率を乗じた値の最大値は

2601kN/m2（EW 方向）であり，許容限界（6170kN/m2）を超えないことを確認した。 

 

 

表 4－11 原子炉建屋に生じる最大接地圧に応答比率を乗じた値（Ｓｄ地震時） 

 

 

 

表 4－12 原子炉建屋に生じる最大接地圧に応答比率を乗じた値（Ｓｓ地震時） 

 

 

  

①
材料物性の

不確かさ考慮
(Sd-1～Sd-8)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

1.01 1330 1344

1.02 1350 1371

方向
②／①＊
応答比率

最大接地圧 (kN/m2)

NS方向

EW方向

①
材料物性の

不確かさ考慮
(Ss-1～Ss-8)

②
補強反映モデル

(Ss-1)

1.01 2350 2375

1.02 2560 2601

方向

NS方向

EW方向

②／①＊
応答比率

最大接地圧 (kN/m2)
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4.4 機器・配管系の耐震性への影響 

原子炉建屋の設備の補強や追加等の改造工事に伴い重量が増加する影響を考慮した

地震応答解析結果を踏まえ，原子炉建屋内に設置される機器・配管系の耐震性への影

響を検討する。 

 

4.4.1 影響検討方法 

4.1 項における地震応答解析結果を用いて算定した応答比率（補強反映モデル

／今回工認モデル）を考慮した耐震条件（以下「補強反映耐震条件」という。）

を用いて，以下の手順により影響検討を行う。 

(1) 簡易評価 

補強反映耐震条件と耐震計算に用いる耐震条件の比率と設備の裕度（許容値／

発生値）を用いた評価により，発生値が許容値を超えないことを簡易的に確認す

る。なお，耐震計算において，設計荷重を用いている場合にはその保守性も考慮

する。 

 

(2) 詳細評価 

簡易評価で発生値が許容値を超える設備について，補強反映耐震条件を用いた

評価を行い，発生値が許容値を超えないことを確認する。 

 

4.4.2 補強反映耐震条件 

補強反映耐震条件は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に示される設

計用最大応答加速度Ⅰ及び設計用床応答曲線Ⅰに応答比率を乗じて作成する。 

補強反映耐条件を表 4－13，図 4－15 及び図 4－16 に示す。なお，同図表には

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に示される設計用最大応答加速度Ⅰ及

び設計用床応答曲線Ⅰを併記して示す。 
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表 4－13 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ）（1/2） 

 

 

 

表 4－13 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ）（2/2） 

 

  

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

49.7 1 1.93 1.03 1.91 1.03

38.2 2 1.35 1.00 1.34 1.00

31.7 3 1.14 0.96 1.13 0.96

23.5 4 1.01 0.94 1.01 0.94

18.1 5 0.94 0.91 0.93 0.90

12.3 6 0.89 0.88 0.91 0.88

4.8 7 0.84 0.84 0.83 0.84

-1.7 8 0.85 0.84 0.84 0.86

-8.2 9 0.74 0.85 0.74 0.87

-13.7 10 0.72 0.85 0.74 0.85

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

最大応答加速度(×9.80665m/s
2
)×1.0

補強反映耐震条件設計用最大応答加速度Ⅰ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

49.7 1 2.31 1.24 2.29 1.23

38.2 2 1.62 1.20 1.61 1.20

31.7 3 1.37 1.16 1.36 1.16

23.5 4 1.22 1.13 1.21 1.13

18.1 5 1.13 1.09 1.13 1.09

12.3 6 1.07 1.05 1.09 1.05

4.8 7 1.01 1.01 1.00 1.01

-1.7 8 1.02 1.01 1.01 1.03

-8.2 9 0.89 1.02 0.89 1.02

-13.7 10 0.86 1.01 0.88 1.01

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

最大応答加速度(×9.80665m/s
2
)×1.2

設計用最大応答加速度Ⅰ 補強反映耐震条件



 

65 

K6
 ①

 Ⅵ
-2
-
2-
1 
別
紙
 R
0  

図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.49.7m）（1/10） 

 

 

 

図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.38.2m）（2/10） 
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図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.31.7m）（3/10） 

 

 

 

図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.23.5m）（4/10） 
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図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.18.1m）（5/10） 

 

 

 

図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.12.3m）（6/10） 
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図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.4.8m）（7/10） 

 

 

 

図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.-1.7m）（8/10） 
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図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.-8.2m）（9/10） 

 

 

 

図 4－15 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，水平方向，T.M.S.L.-13.7m）（10/10） 
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図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.49.7m）（1/10） 

 

 

 

図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.38.2m）（2/10） 
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図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.31.7m）（3/10） 

 

 

 

図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.23.5m）（4/10） 
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図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.18.1m）（5/10） 

 

 

 

図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.12.3m）（6/10） 
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図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.4.8m）（7/10） 

 

 

 

図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.-1.7m）（8/10） 
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図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.-8.2m）（9/10） 

 

 

 

図 4－16 床応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向，T.M.S.L.-13.7m）（10/10） 
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4.4.3 影響検討結果 

簡易評価で発生値が許容値を超える設備について，補強反映耐震条件を用いた

詳細評価結果を表 4－14 に示す。表 4－14 より，発生値が許容値を超えないこと

を確認した。 

 

表 4－14 評価結果(1/2) 

設備名称 評価部位 応力分類 
詳細評価結果 

発生値 許容値 

復水給水系配管 

(FDW-001) 
配管本体 一次＋二次 359MPa 375MPa 

復水給水系配管 

(FDW-002) 
配管本体 一次＋二次 345MPa 375MPa 

原子炉冷却材浄化系配管

(CUW-001) 
配管本体 一次＋二次 

492MPa 

（疲労累積係数： 

0.0672） 

366MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

原子炉冷却材浄化系配管

(CUW-002) 
配管本体 一次＋二次 

432MPa 

（疲労累積係数： 

0.0392） 

366MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

主蒸気系配管 

(MS-001) 
配管本体 一次＋二次 

566MPa 

（疲労累積係数： 

0.5512） 

278MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

主蒸気系配管 

(MS-002) 
配管本体 一次＋二次 

577MPa 

（疲労累積係数： 

0.3206） 

375MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

主蒸気系配管 

(MS-003) 
配管本体 一次＋二次 

461MPa 

（疲労累積係数： 

0.2000） 

278MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

主蒸気系配管 

(MS-004) 
配管本体 一次＋二次 

469MPa 

（疲労累積係数： 

0.2573） 

278MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

主蒸気系配管 

(HPINMS-03) 
配管本体 一次＋二次 220MPa 300MPa 

主蒸気系配管 

(HPINMS-05) 
配管本体 一次＋二次 216MPa 300MPa 

残留熱除去系熱交換器 胴板 一次＋二次 

548MPa 

（疲労累積係数： 

0.3100） 

482MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

残留熱除去系配管 

(RHR-002) 
配管本体 一次＋二次 

479MPa 

（疲労累積係数： 

0.2377） 

366MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

残留熱除去系配管 

(RHR-005) 
配管本体 一次＋二次 

396MPa 

（疲労累積係数： 

0.1154） 

366MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

残留熱除去系配管 

(RHR-012) 
配管本体 一次＋二次 378MPa 418MPa 
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表 4－14 評価結果(2/2) 

設備名称 評価部位 応力分類 
詳細評価結果 

発生値 許容値 

残留熱除去系配管 

(RHR-018) 
配管本体 一次＋二次 370MPa 418MPa 

⾼圧炉⼼注水系配管 

(HPCF-001) 
配管本体 一次＋二次 

470MPa 

（疲労累積係数： 

0.0462） 

282MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

⾼圧炉⼼注水系配管 

(HPCF-002) 
配管本体 一次＋二次 

436MPa 

（疲労累積係数： 

0.1703） 

366MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

⾼圧炉⼼注水系配管 

(HPCF-008) 
配管本体 一次＋二次 344MPa 356MPa 

原子炉隔離時冷却系配管

(RCIC-003) 
配管本体 一次＋二次 341MPa 364MPa 

低圧代替注水系配管

(KMUWC-201) 
配管本体 一次＋二次 

383MPa 

（疲労累積係数： 

0.3780） 

382MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

低圧代替注水系配管 

(MUWC-002) 
配管本体 一次＋二次 326MPa 398MPa 

原子炉補機冷却系配管

(RCW-A02) 
配管本体 一次＋二次 

696MPa 

（疲労累積係数： 

0.5827） 

446MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

原子炉補機冷却系配管

(RCW-A12) 
配管本体 一次＋二次 

510MPa 

（疲労累積係数： 

0.1983） 

432MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

原子炉補機冷却系配管

(RCW-015) 
配管本体 一次＋二次 

469MPa 

（疲労累積係数： 

0.8708） 

466MPa 

（疲労累積係数： 

1.0） 

下部ドライウェルアクセス

トンネルスリ―ブ及び鏡板

（機器搬入用ハッチ付） 

ガセット 

プレート 

（内側） 

せん断応力度 152MPa 156MPa 

可燃性ガス濃度制御系配管

(FCS-008) 
配管本体 一次＋二次 197MPa 240MPa 
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5. まとめ 

設備の補強や追加等の改造工事に伴う重量の増加分を考慮した「補強反映モデル」を

用いて基準地震動 Ss-1 に対する地震応答解析を実施し，「今回設工認モデル」と「補強

反映モデル」の最大応答値は「今回設工認モデル」の結果と概ね整合しており，材料物

性の不確かさ等を考慮した設計用地震力に応答比率を考慮した場合においても，原子炉

建屋の耐震性が確保されることを確認した。 

 


